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た
学
生
の
た
め
の
奨
学
金
で
す
。

内
容　

左
表
の
と
お
り

区　　分 貸与月額 返還（無利子）
高等学校

高等専門学校
専修学校

（高等課程）

15,000円

卒業後１年据え
置き、貸与年数
の２倍の期間内
に返還

大　　学
短期大学
専修学校

（専門課程）

30,000円

卒業後１年据え
置き、貸与総額を
15,000円で割っ
た月数内に返還

※各種学校、大学院などは除く。

応
募
資
格　

①
主
た
る
家
計
支
持
者

の
死
亡
、
疾
病
、
失
職
、
被
災
、
そ

の
他
や
む
を
得
な
い
事
由
が
発
生
し
、

家
計
に
著
し
い
影
響
を
受
け
て
い
て

②
保
護
者
の
住
所
が
市
内
に
１
年
以

上
あ
り
③
市
内
に
住
所
が
あ
っ
て
返

済
能
力
が
あ
る
連
帯
保
証
人
２
人（
１

人
は
保
護
者
）を
確
保
で
き
る
こ
と

申
込　

４
月
２
日
㈪
か
ら
31
年
２

月
14
日
㈭
ま
で
に

必
要
書
類
を
同
課

（
教
育
庁
舎
３
階
）

※
書
類
に
よ
る
審

査
が
あ
り
ま
す
。

率
が
、
次
の
と
お
り
引
き
下
げ
に
な

り
ま
す
。

▽
健
康
保
険
料
率

＝
９
・
94
％
→
９
・
92
％

▽
介
護
保
険
料
率

＝
１
・
65
％
→
１
・
57
％

改
定
時
期　

４
月
納
付
分
か
ら

※
詳
し
く
は『
協
会
け
ん
ぽ
』ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

緊
急
在
学
奨
学
金

教
育
総
務
課
・
☎
⑳
２
２
１
６

　

家
計
が
急
変
し
た
こ
と
に
よ
り
緊

急
に
奨
学
金
の
貸
与
が
必
要
に
な
っ

※
領
収
書
は
発
行
さ
れ
ま
せ
ん
の
で
、

カ
ー
ド
会
社
が
発
行
す
る
利
用
明
細

書
や
納
付
画
面
を
印
刷
し
た
も
の
を

保
管
し
て
く
だ
さ
い
。

『
協
会
け
ん
ぽ
』の保険

料
率
改
定

全
国
健
康
保
険
協
会
栃
木
支
部

☎
０
２
８
・
６
１
６
・
１
６
９
１

　

中
小
企
業
な
ど
で
働
く
方
や
そ
の

家
族
が
加
入
し
て
い
る
健
康
保
険

『
協
会
け
ん
ぽ
栃
木
支
部
』の
保
険
料

※
バ
ー
コ
ー
ド
が
印
刷
さ
れ
て
い
る

納
付
書
で
あ
れ
ば
、
土
・
日
曜
日
や

祝
日
で
も
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア

で
納
付
で
き
ま
す
。

所
得
税
お
よ
び
消
費
税
の

口
座
振
替
日
を
忘
れ
ず
に

足
利
税
務
署
・
☎
41

３
１
５
１

口
座
振
替
日

▽
所
得
税
＝
４
月
20
日
㈮

▽
消
費
税
お
よ
び
地
方
消
費
税

　

＝
４
月
25
日
㈬

※
振
替
日
の
前
日
ま
で
に
、
指
定
の

口
座
の
残
高
を
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

拡
充
し
ま
し
た

県
税
の
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
納
付

安
足
県
税
事
務
所

☎
０
２
８
３
・
２
３
・
１
４
１
１

対
象
税
目　

自
動
車
税

 　

不
動
産
取
得
税

　

 

個
人
事
業
税

納
付
手
続
き
は
…

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

サ
イ
ト

『
Ｙ
ａ
ｈ
ｏ
ｏ
！
公
金
支
払
い
』か
ら

※
１
回
の
納
付
に
つ
き
、
決
済
手
数

料
が
か
か
り
ま
す
。

納
税
通
知
書
を
発
送
し
ま
す

固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税

税
務
課
・
☎
⑳
２
１
２
３

発
送
日　

４
月
11
日
㈬

課
税
対
象

▽
固
定
資
産
税
＝
１
月
１
日
現
在
で

　

所
有
す
る
土
地
、
家
屋
、
事
業
用

　

の
償
却
資
産

▽
都
市
計
画
税
＝
１
月
１
日
現
在
で

　

市
街
化
区
域
内
に
所
有
す
る
土
地
、

　

家
屋

税
率　

▽
固
定
資
産
税
＝
１
・
４
％

　
　
　

▽
都
市
計
画
税
＝
０
・
３
％

納
付
方
法　

同
封
の
納
付
書
を
使
っ

て
、
納
付
書
に
記
載
さ
れ
た
金
融
機

関
な
ど
で
納
付

　寄附金の使いみちを具体的にし、寄附者とと
もに本市の抱える課題に取り組めるものに変更
しました。また、市外に住んでいる寄附者が本市
に来て交流できるような取り組みを始めました。

財政課・☎⑳２１０６

足利応援寄附金ふるさと

※市外在住の方が対象で、各５組程度（１組２人まで）。
応募者多数の場合は抽選で、寄附の金額は問わない。

１   足利学校の茅葺屋根の葺き替えを応援
２   硬式野球場のスコアボードを更新しよう
３   こどもたちの読書活動を応援
４   免許返納者などの外出機会の確保を応援
５   発達が気になるこ
　  どもの未来を応援
６   市長に一任

１   釋奠の観覧に招待
２   節分鎧年越で主将（市長）と交流

▼
老
朽
化
し
た
硬
式
野
球
場
の
ス
コ
ア
ボ
ー
ド

４月の市税納期

口座振替キャンペーン実施中

収税課・☎⑳２１２４
▶固定資産・都市計画税（１期）

納期限　５月１日㈫

９月２８日㈮までに新規に口
座振替を申し込んだ方に、足
利学校、栗田美術館、あしか
がフラワーパークいずれかの
ペア入場券を差し上げます。
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置き、貸与総額を
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し
い
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者
の
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が
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に
１
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以

上
あ
り
③
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に
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は
保
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者
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２
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り
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す
。

資　　金　　名 限度額
（万円）

期間（以内）
＝利率

一 般 資 金

運転 1,000
３年＝1.8％
５年＝2.0％
７年＝2.2％

設備 2,000
※１

３年＝1.8％
７年＝2.2％
10年＝2.5％

地域経済活性化資金
（ 売 上・ 粗 利 減 少 ） 運転 1,000 ３年＝1.6％

５年＝1.8％
７年＝2.0％地域経済活性化資金

（ 指 定 業 種 関 連 ） 運転 2,000

小 規 模 事 業 資 金
運転 400 ３年＝1.6％

５年＝1.8％
（一括返済可）設備 500

新製品開発促進資金
運転 1,000 ３年＝1.6％

５年＝1.8％

設備 2,000
※１

５年＝1.8％
10年＝2.0％

資　　金　　名 限度額
（万円）

期間（以内）
＝利率

中 小 小 売 商 業
近 代 化 資 金

（中 央 商 店 街
活 性 化 資 金）

運転 1,000 ３年＝1.6％
５年＝1.8％

設備 2,000
※１

３年＝1.6％
５年＝1.8％
10年＝2.0％

経営安定化借換資金 借換 2,000
※２ ７年＝2.3％

独
立
創
業
資
金

独 立 開 業 資 金
運転

500
※１

５年＝1.6％
設備

事 業 転 換 資 金
・

新分野進出資金

運転 500

設備 1,000
※１

新 産 業 創 出 資 金 設備
（運転）

10,000
※１・３

５年＝1.6％
10年＝1.9％
15年＝2.1％

利用条件　①市内に工場（店舗）または事業所を持ち、市内で
　同一事業を継続して１年以上営んでいること（独立開業資
　金、新産業創出資金を除く）②市税の滞納がないこと③信用
　保証協会が定める業種を営む中小企業者であること　など
申込　市内の取扱金融機関に直接申し込み

※１ 設備資金は所要額の８０％以内。　※２ 借換元の資金の毎月の返済額を超えない額が上限。
※３ 設備資金と併用時のみ運転資金（1,000万円以内）の利用が可能。
　 ※４ インバウンド対策の場合、設備資金と併用時のみ運転資金の利用が可能。

中小企業者向け市融資制度 商工振興課・☎⑳２１５９

事業継承融資制度を創設
事業承継計画を作成し実行
⇒利率を0.2％引き下げ

『えるぼし』『くるみん』認定企業優遇制度を創設
女性活躍推進の『えるぼし』、子育てサポートの

『くるみん』認定企業⇒利率を0.2 ～ 0.4％引き下げ

※詳しい条件や内容などは、同課または市ホームページでご確認ください。

小規模事業資金の対象緩和
新規融資額と信用保証協会の保証付き
歳入残高の合計が1,250万円⇒2,000万円

全資金
対 象

全資金
対 象

女性の創業を応援
女性の独立開業資金
⇒利率を0.2％引き下げ

１

１

２

インバウンド対策を応援
外国人観光客対策の小規模事業
資金　 ⇒利率を0.2％引き下げ２

※４

２


